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１. 研究の経緯
奥村和久先生は, 名古屋大学経済学部・経済学研究科修士課程時代に, 平田清明先生の下で,  ケネー,   スミス,   マルクスといった経済学の古典を把握する枠組みとしての市民社会
論を学ばれた｡ またその中で, 一方では古代市民社会・近代市民社会における貨幣発生の秘密









った｡ それと同時に当時, 杉本先生が主宰されていた新世界経済研究会に誘われ, アメリカを
中心とする国際政治経済学 (   ) 領域を研究対象とする一連の研究者との知己を得られた｡
そこには, 坂井昭夫先生, 関下稔先生, 松村文武先生, さらに櫻井公人等が含まれたという｡
この研究領域は, レギュラシオン学派においては, ｢アメリカ国際レジーム学派｣ と命名さ
れているものである｡ 奥村氏がその後, 国際領域からのレギュラシオンを研究対象とされるに
あたり, 国際政治経済学領域を研究する研究者との交流は大きな役割を果たした｡ わが国のレ




























た当時にあって, それに代わる第三の道として, 蓄積体制 (レジーム) とレギュラシオン様式
の視点から先駆的に途上国の類型化を行ったオミナミが画期的意義を持っていることを指摘し
たのが, 論文 [３] である｡
オミナミに関して, 彼の著作後に生じた事態をも視野に入れて南北関係の長期にわたる歴史
的変遷を考察した論文 [  ] もある｡ ここでは, 一方で, 貿易レベル・直接投資レベル・国際
金融レベルを取り扱っている世界経済関連の国内外の多くの著作と共通する個々のファクト・
ファインディングが, いかに同理論の中に体系的に位置づけられているかが検討されている｡





属的統合｣, パクス・アメリカーナ期の ｢途上国の世界経済からの相対的排除｣, その後のグロ
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ーバリゼーション期における ｢途上国の選別的再統合｣ として定式化していることであり, オ
ミナミの方法論とともに現時点でも南北関係理解のために一定の有効性を持つ分析装置となっ




当時, レギュラシオン学派の国際領域の研究においては, ｢国際レジーム｣ 概念を嚆矢として
提起したＪ ミストラルにあっても, この概念は実質的にはともかく, 用語としては形成過程
にとどまった｡ その後, レギュラシオン研究において我が国でも, しばしば ｢国際レジーム｣
に言及されるようになったが, それはいわば覆いかかったおぼろげな概念としてであった｡ こ
のような中で奥村氏の貢献は, ミストラルの ｢国際レジーム｣ 概念の形成過程を追体験するこ
とによってこの概念を明確化し, その特徴をまとめあげた点にある (論文 [  ] [  ] [  ])｡
ここでは, これら論文を１つ１つ, その意義とともに, やや詳しく見ておきたい｡
まず論文 [  ] では, 難解なミストラルの諸論文が仔細に比較検討された｡ そこで析出され
たのは, ミストラルの国際レジーム概念が, その第１の側面である ｢国際分業地図｣ (後に  
ビヨド,   マジエ／  バレ／    ヴィダルによって ｢国際成長レジーム｣ と命名された)







ある｡ 国民経済と国際レジームの相互作用は, このようにして析出される｡ したがって, ここ







の基礎概念である ｢成長 (蓄積) レジーム｣ は, ｢国際分業地図｣ として適用が図られる｡ 第
２・第３の基礎概念である ｢制度諸形態｣ と ｢レギュラシオン様式｣ は, ワンセットで ｢国際
レギュラシオン諸形態｣ として国際領域に移植される｡ 第４の基礎概念である成長レジームと
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レギュラシオン様式の結合体である ｢発展様式｣ は, 国際分業地図と国際レギュラシオン諸形
態の適合としての ｢国際レジーム｣ として国際領域で捉え返される｡ 第５の基礎概念である
｢危機｣ に関して言えば, レギュラシオン学派の ｢循環性危機｣ は, 国際領域では覇権国の生
産・消費規範への各国の積極的な調整過程としての ｢競争力の危機｣ として捉え返される｡ ま
た, 前者の ｢発展様式の危機｣ は, 国際領域では, ｢国際レジームの危機｣ として読み替えら
れる｡ このように奥村氏によれば, ミストラルの国際レジーム概念は, レギュラシオン学派の
基礎概念を国際領域に適応させようと模索したものである (論文 [  ])｡
第２の地平は, ミストラルの国際レジーム概念がアメリカ国際レジーム学派から ｢国際レジ






射程を覇権後にまで延長し, ミストラルの今日的意義を検討している｡ 第２の特徴は, ミスト
ラルによって一括して ｢アメリカ国際レジーム学派｣ (クラズナー) として捉えられている同
学派を, アメリカ国際レジーム学派に関する研究を踏まえて, ｢狭義｣ の覇権安定論 (キンド
ルバーガー／ギルピン) と ｢狭義｣ の国際レジーム論 (コヘイン) に分けて検討していること
である｡ このような奥村氏の問題意識は, ミストラルが ｢ノン・レジーム｣ とする覇権後の国
際レジームに関して, それが不安定化するのか (｢狭義｣ の覇権安定論), ポスト覇権的協調に







さらに奥村氏は, こうした点を踏まえ, ｢補論｣ として覇権後の国際レジームの形成過程も視
野に収め, ミストラルの理論的射程の今日化を図っている (論文 [  ])｡
ちなみに, これら論文において基礎概念を重視しながら検討される研究姿勢は, 経済学にお
ける古典研究によって培われたものといえよう｡ また, 注の中で, 使徒パウロの書簡集のレジ
ーム概念について, さりげなく言及されている｡ このことは, ヨーロッパ内での地理的重点の
北西への移動を伴いつつも, 時間を超えて近代市民社会の形成にエートスの面で大きな役割を
演じた使徒パウロにまで, 奥村氏の古典研究の射程が伸びていることを示している｡







ヘゲモニー (覇権) 衰退論に対して, 英国学派である . ストレンジ (と, アメリカの . ナ
イ,  . ナウら) は, アメリカのヘゲモニーは揺らいでいないとして批判的なスタンスをとっ
た｡   年代にアメリカが関係的パワー (ハード・パワー) において若干の後退を見せたにせよ,
構造的パワー (ソフト・パワー) に揺らぎはなく, ヘゲモニー後退の主張は責任放棄のための
言い訳になりかねないとしてアメリカ国際レジーム学派を批判したのである｡ 実際, 日本の追
い上げに苦しんだ    年代とうって変わり,   年代にアメリカは中国と並んでグローバリゼー





題意識に基づいている｡ 先進国の貿易依存度は, 先進国の高度成長期に低下し (    年代),
低位安定を経験した (    年代)｡ これは高度成長終焉後, 再び上昇し始め, 各国の世界経済















ってのみ, その国の国際分業に占める地位の理解が可能になる｡ したがって, 多くの場合, 国
際比較が可能な     (標準国際商品分類) を,     (アメリカ商務省) 等を参照しながら用
途別及び要素集約度別に再編して用いている点に特徴がある｡ たとえば, 在来型重化学工業,
ハイテク産業, 労働集約産業に分類し, さらにそれら分類の内部を, 素材産業, 加工組み立て
産業, 雑製品関連に細分化する等である｡
そのような問題意識の下, 第１のサブ系列には, 主要先進諸国の貿易構造を比較し, 国際分
業に占める地位とその変化をプロットした研究 (共著 [３] と論文 [９]) がある｡ また, 対
象とする地域 (ヨーロッパ) や国 (日本) は異なるが, 特に上記視点に注意を払って貿易構造
から国際分業に占める地位とその変化を解明したものとして (共著 [１], 論文 [  ] [  ]







性である｡ そのためここでは, 通例国際比較に用いられる    ではなく, フランスに独自な
商品分類である    (仏事業活動・製品品目表) が用いられ, 同分類に基づいて, 貿易統計
に関しては    (仏関税情報センター), 国内生産額については      (仏国立統計経済研
究所) の投入産出表が用いられ, このことによって奥村氏は, フランスの各産業部門の, そし
て国民経済全体の国際分業に占める地位とその変化を解析している｡ この分析によって示され
たことは, 特にフランス独自の問題として, 設備材部門の輸入浸透度が高いことが,  部門間
の整合性の綻びの増幅につながっていることである｡ そのことを,     年度資料によってＮＡ
Ｐ   品目／貿易相手地域・国で明らかにしたのが論文 [３] であり, これは  ページに及ぶ
ため, ワーキングペーパーという形をとらざるを得なかったものである｡ そして, これをベー
スにＮＡＰ  品目とＮＡＰ  品目に品目を絞り, また貿易相手地域・国も８地域・国へアグ
リゲートし,     年代の時系列をとったものが, 論文 [４] [５] である｡ そして, やや後追
い的であるとはいえ, これらの分析をレギュラシオン学派の部門別分析と結びつけて理論的に




った｡ 変動相場制への移行は, 当初の理論的な想定を超える事態を生み出していた｡ 変動相場
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制は資本移動規制撤廃の帰結であり, その条件下での一国ケインズ政策の帰趨は,   年のミッ






奥村氏は教育に情熱を注がれ, ２クラスで   名 (経営学科が分離する前は   名) の学生を




より通例の国際経済に近い用語へと変換し, ｢国際経済諸関係の制度化｣ と ｢国際分業の構図｣
とを結びつけてレクチャーされた｡ その際, たとえば ｢金融主導型成長レジーム｣ について語
るときも, 証券化商品の基礎知識をまじえ, 学生が自らその妥当性 (一時的にせよ整合性をも
つ経済成長なのか, ただちにバブルに至るのか) を判断できる材料を提供されていた｡ このよ
うに奥村氏は, 極端な例外を除いて多様な価値観を認め, 学生１人１人の自主的判断を尊重さ
れた｡




そして, 余儀なく選択させられたことが, その後, 善いことに繋がる可能性もあり, その時















とくに ｢レギュラシオン学派における国際レジーム｣ 研究を, グローバル資本主義分析のた
めの枠組みとして組み替えて提起する作業を進められるよう期待したい｡ 奥村氏の研究には貴
重なその萌芽と方向性とが, すでにビルトインされていたのだからである｡
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